
人事行政の運営等の状況に関する報告書

令和６年10月

豊橋市　総務部　人事課



地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条の２

及び豊橋市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

（平成17年豊橋市条例第５号）第６条の規定に基づき、

豊橋市の人事行政の運営の状況を公表するものです。



1　職員の任免及び職員数等に関する状況

（１） 令和５年度　職員の採用・退職の状況 （単位：人）

定年 早期 自己都合等 退職計

事務職 0 1 26 27 50

技術職 0 0 9 9 16

専門職 0 1 9 10 26

消防職 0 0 5 5 12

0 6 148 154 153

0 0 6 6 13

0 0 0 0 0

0 8 203 211 270
対象期間…退職：R5.4.1～R6.3.31　採用：R5.4.2～R6.4.1  

（２） 令和５年度及び令和６年度の職員数の状況

区分

部門 令和５年度 令和６年度 増員数 減員数 差引

議会 15 15 0 0 0

総務・企画 407 426 22 3 19

税務 111 110 0 1 ▲ 1

民生 340 353 14 1 13

衛生 411 413 20 18 2

労働 4 5 1 0 1

農林水産 53 51 2 4 ▲ 2

商工 39 50 11 0 11

土木 237 240 6 3 3

小計 1,617 1,663 76 30 46

教育 252 256 6 2 4

消防 339 347 8 0 8

小計 591 603 14 2 12

2,208 2,266 90 32 58

病院 1,347 1,348 35 34 1

水道 86 86 0 0 0

下水道 96 96 0 0 0

その他 139 139 1 1 0

小計 1,668 1,669 36 35 1

3,876 3,935 126 67 59

11 12 1 0 1

3,887 3,947 127 67 60

※ 「派遣職員等」には、企業管理者１人と愛知県等からの派遣職員等を計上しています。

※ 育児休業の代替職員等を含んでいます。

採　用
退　職

区　分

行政職

医療職

技能労務職

合計

教育職

職員数（人）※ 令和６年度の職員増減数（人）
令和６年度の主な増減理由

一般行政
部門

愛知・名古屋アジア競技大会組織委員会派遣に伴う増

児童相談体制の強化

北部地域活性化推進室の設置

特別行政
部門

救急需要増加への対応

普通会計　計

公営企業
等会計
部門

小　計

派遣職員等

合　計

　令和６年４月１日における職員数については、児童相談体制の強化や北部地域活性化推進室の設置などにより増員を要
したことから前年に対して全体で60人の増員となりました。
　今後も、デジタル技術の活用による業務効率化とともに、定年延長職員や任期付職員、会計年度任用職員など多様な任
用形態による職員を効果的に活用しながら職員数と総人件費の適正化に努めてまいります。

　令和５年度における採用者
数・退職者数は左表のとおりで
す。
　行政職のうち、専門職は保育
士・保健師など資格を要する職
種です。
　採用は、競争試験及び選考に
より行っています。
　退職について、定年は定年延
長の関係で退職者０人、早期は
募集による早期退職です。自己
都合等はそれ以外の理由による
ものです。
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（３） 人口1万人あたりの職員数 （単位：人）

Ｒ１ Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5
58市中15番目 60市中13番目 62市中14番目 62市中15番目 62市中17番目

56.51 56.70 57.36 58.32 59.55
62.49 63.30 63.79 64.31 64.88 　

※ 公営企業等会計部門を除く普通会計での比較
※ 中核市における順位は、人口1万人あたりの職員数の少ない順位

（４） 職員数と総人件費の推移

3,972人 4,014人 4,044人 4,066人 4,079人

351億円 353億円 357億円 357億円 ―

※ 「職員」は、地方公務員定員管理調査（総務省）における職員数です。よって、企業管理者1人と愛知県等からの派遣

職員等を除きます。

※ 各年度とも全会計の決算です。

豊橋市

年度
中核市における順位

中核市

区　　　分 R2 R3 R4 R5 R6 業務内容等

144人 ・在職時の知識・技術を必要とする業務
（週勤務時間 23～31時間）

職 員 3,746人 3,788人 3,828人 3,876人 3,935人

再 任 用 職 員 226人 226人 216人 190人

計

総人件費の推移

3,746 3,788 3,828 3,876 
3,935 

353
357

357

150億円

200億円

250億円

300億円

350億円

400億円

1,500人

2,000人

2,500人

3,000人

3,500人

4,000人

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

3,437

312

226 226 216 190 144

0人

500人

1,000人

1,500人

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

82

3,746 3,788 3,828 3,876 

3,935 

351 353
357 357

150億円

200億円

250億円

300億円

350億円

400億円

450億円

1,500人

2,000人

2,500人

3,000人

3,500人

4,000人

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

職員

総人件費

226 226 216 190 144

0人

500人

1,000人

1,500人

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

再任用職員
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（５） 定員適正化計画の進捗状況

① 第1次～第5次定員適正化計画 （単位：人）

② 第6次定員適正化計画（普通会計部門等） （単位：人）

職種 R3 R4 R5 R6 R7 R8 減増

一般行政職 1,790 ▲ 3 ▲ 1 5 23 ▲ 7 17

消　防　職 341 0 0 0 ▲ 1 1 0

技能労務職 380 ▲ 3 0 0 0 0 ▲ 3

医　療　職 1,277 18 16 15 15 0 64

計 3,788 12 15 20 37 ▲ 6 78

同実績 （単位：人）

職種 R3 R4 R5 R6 R7 R8 減増

一般行政職 1,783 34 28 41 103

消　防　職 341 ▲ 4 8 12 16

技能労務職 369 1 8 6 15

医　療　職 1,295 9 4 0 13

計 3,788 40 48 59 147

（6） 職員の年齢構成比

3,528 3,788 260

第１次定員適正化計画（平成 ８年度～平成12年度）

第２次定員適正化計画（平成13年度～平成17年度）

第３次定員適正化計画（平成18年度～平成23年度）

第4次定員適正化計画（平成23年度～平成28年度）

第5次定員適正化計画（平成28年度～令和 ３年度）

H7.4.1 職員数 R３.4.1 職員数 差（R3-H7）
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２－１　総括

(1) （令和5年度普通会計決算）

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含む。

(2) （令和5年度普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、令和5年4月1日現在の人数である。

３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

２－２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和6年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

（注）　一般行政職とは、医療･教育･消防･労務･税務･福祉･企業職以外の一般の事務･技術業務に携わる職員である。

　　　　②技能労務職

（注）１　「平均給料月額」とは、令和6年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

(2) 職員の初任給の状況（令和6年4月1日現在）

円

円

（注）豊橋市の技能労務職の初任給は、学歴を問わず採用時年齢による。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和6年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円

円 円 円 円

人件費の状況

２　職員の給与の状況

　職員の給与については、年功的な要素の強い給与体系を是正するため、平成12年度に、10年間で約160億円の人件費縮減となる給料表
の抜本的な見直しを行いました。また、昇給停止年齢の引き下げ、退職時特別昇給の廃止などを行うとともに、特殊勤務手当、調整手当な
ど各種手当の見直しも併せて実施してきました。平成18年度には、平均4％を超える引き下げとなる給料表の見直しに加え、調整手当に替
わる地域手当の1％引き下げや特殊勤務手当などの見直しを行いました。さらに、平成19年度に地域手当の支給率を見直し、段階的な引き
下げを行いました。また、平成24年度末に退職手当の支給率を見直し、平成26年7月まで段階的な引き下げを行いました。平成25年度に
は住居手当の見直しを行い、平成26年度に自宅所有者に対する手当を廃止しました。平成27年度は、平均2.2%の引き下げとなる給料表の
見直しを行う一方で、平成27年4月に遡って平均0.38％の引き上げを行い、地域内の周辺自治体との均衡を考慮して地域手当の支給率を見
直し、段階的な引き上げを行いました。平成28年度には特殊勤務手当の見直しを行い、清掃手当の引下げと、変則勤務手当を段階的に引き
下げた上で廃止としました。令和元年度から令和3年度にかけては、地域手当の支給率を1％ずつ段階的に引き下げました。今後も、時代の
変化に即応し、自主的かつ不断の見直しを図り、市民のみなさまの理解が得られる給与制度の確立に努めてまいります。

　　　　　（令和５年1月1日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

住民基本台帳人口 歳　出　額　 実質収支 人　件　費 人 件 費 率

368,686 144,248,485 2,851,811 20,671,639 14.3

人　　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

職員給与費の状況

人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

2,208 8,286,112 2,330,397 3,321,855 13,938,364 6,313

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

区　　分 職員数 平均年齢 平均給料月額
平均給与月額

（A）

豊橋市 40.2 歳 327,041 円 422,236

豊橋市 318人 44.3歳 308,496円 376,817円

円

うち清掃職員 137人 44.5歳 310,305円 391,586円

うち用務員 77人 46.6歳 321,526円 389,002円

うち守衛 7人 42.1歳 300,386円 374,525円

うち学校給食員 8人 41.3歳 307,750円 341,868円

区　　　　　分 豊　橋　市

一般行政職 大　学　卒 202,400

高　校　卒 170,900

技能労務職 高　校　卒 179,600円～

中　学　卒 259,000円

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

高　校　卒 該当者なし 該当者なし 該当者なし 該当者なし

一般行政職 大　学　卒 285,075 364,179 394,463 418,964

中　学　卒 該当者なし 該当者なし 該当者なし 該当者なし

技能労務職 高　校　卒 242,300 287,433 312,414 329,367
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２－３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和6年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）豊橋市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

構成比は表示単位未満を四捨五入で処理しているため、100％にならない場合がある。

(2) 昇給への人事評価の反映状況

　

２－４　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円

（令和5年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

（加算措置の状況）

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

令和３年人事院勧告に基づく支給月数の引き下げ相当額(0.15月）について、令和４年６月支給の期末手当で調整している。

これについては、上記平均支給額に反映させているが、支給割合には反映させていない。

【参考】勤勉手当への人事評価の反映状況（一般行政職）

(2) 退職手当（令和6年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

月分

月分 月分

月分 月分

月分 月分

その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置　２～４５％加算あり

　在職した役職に応じた加算あり

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和5年度に退職した職員に支給された平均額である。

１　　級 　　事務員・技術員 59人  4.4% 162,100 249,400

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

351,000

４　　級 　　主任主事・主任技師 266人  19.7% 271,600 382,000

２　　級
　　主事・技師

256人  18.9% 208,000 305,200

３　　級 215人  15.9% 240,900

６　　級 　　課長補佐 150人  11.1% 323,100 411,300

５　　級 　　主査 264人  19.5% 295,400 394,000

８　　級 　　次長級 7人  0.5% 410,300 470,000

７　　級 　　課長級 120人  8.9% 365,500 446,200

6月期
1.200 1.000月分

（0.675月分） （0.475月分）

１． 人事評価の実施状況
　　地方公務員法に基づき、毎年１月１日を基準日として全職員に対して人事評価を実施。
　　なお、平成１6年４月から、管理職（課長級以上）を対象とした能力・業績に基づく目標管理制度を実施しており、平成１９
　　年４月から対象を課長補佐級に拡大した。

２． 昇給への人事評価の反映状況
　　人事評価に基づき、５段階（S～D）の絶対評価を実施し、その評価結果に基づき昇給区分（０～４号給）を決定し、勤務成
　　績不良の者に対し、抑制を行った。

１人当たり平均支給額（令和5年度普通会計決算） 1,504

９　　級 　　部長 16人  1.2% 459,900 528,900

12月期
1.250 1.050月分

（0.675月分） （0.475月分）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　役職段階別加算額　５～２０％

計
2.450月分 2.050月分

（1.350月分） （0.950月分）

１． 人事評価の実施状況
　　地方公務員法に基づき、毎年１月１日を基準日として全職員に対して人事評価を実施。
　　なお、平成１6年４月から、管理職（課長級以上）を対象とした能力・業績に基づく目標管理制度を実施しており、平成１９
　　年４月から対象を課長補佐級に拡大し、平成２０年６月から課長級以上の勤勉手当に結果を反映している。

２． 勤勉手当への人事評価の反映状況
　　人事評価に基づき、５段階（S～D）の絶対評価を実施し、その評価結果に基づき成績率（50/100～102.5/100）を決
　　定し支給した。

勤続２０年 19.6695 24.586875 月分

１人当たり平均支給額
（令和5年度普通会計決算）

2,958 千円 20,877 千円

勤続２５年 28.0395 33.27075

勤続３５年 39.7575 47.709

最高限度額 47.709 47.709
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(3) 地域手当

（令和6年4月1日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

　

(4) 特殊勤務手当（令和6年4月1日現在）

種類

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

３ 千円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

５ 千円 円

千円

千円

7 千円

千円 円

千円 円

9 千円 円

千円

支給実績（令和5年度普通会計決算） 270,601

支給職員１人当たり平均支給年額（令和5年度普通会計決算） 122,555

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

都の特別区 20 5 20

（注） 　地域手当は、給料、扶養手当、管理職手当の3％（医師等は１６％、都の特別区内に在勤する職員は２０％）を支給されるものである。医師等
とは、医師及び歯科医師である。

下記以外 3 3,814 3

豊橋市（医師等） 16 231 16

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和5年度実績） 43.7 ％

手当の種類（手当数） ３６種類（２0 手当）

支給実績（令和5年度普通会計決算） 74,730 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和5年度普通会計決算） 83,497 円

日額 400

滞納処分による差押え又はその他の方法により法
的効力を有することとなった差押え

998 １件につき 800

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和5年度
普通会計決算）

左記職員に対する
支給単価

滞納整理手当 右の業務に従
事した職員

1 庁外にあって行う滞納金の徴収及び督促事務 58

公売又は競売による換価 5 １件につき 800

老人デイサービスセンターにおける介助業務 0 日額 150

こども発達センターにおける保育士が行う障害児
療育業務

14 日額 150

特別養護老人ホームにおける入所者養護業務 1 日額 250

用地交渉手当 右の業務に従
事した職員

正規の勤務時間以外の時間において行う公共用地
の取得等に係る交渉業務

357 深夜に業務を行う場合
　　　　　日額　1,500円
上記以外の場合
　　　　　日額　1,000円

福祉手当 右の業務に従
事した職員

２ 福祉事務所における生活保護の現業業務 1,538 日額 300

児童発達支援センターにおける児童指導業務 405 日額 150

保育所及び幼保連携型認定こども園における乳幼
児（３歳未満）及び障害児保育業務

2,622 日額 150

養護老人ホームにおける入所者養護業務 240 日額 150

消防手当 右の業務に従
事した職員

４ 緊急出動により行う大型自動車等の運転業務

普通自動車の運転業務 1,884 １回につき 100

災害活動等業務

大型自動車、中型自動車及び大型特殊自動車の運
転業務

1,524 １回につき 600

準中型自動車の運転業務 10 １回につき 400

上記以外の者が行う救急業務 6,551 １回につき 250

潜水器具を着用して行う潜水業務 66 １時間につき 310

火災その他火災に係る警戒、鎮圧、救助等の消防
業務

6,082 １回につき 1,000

救急救命士が行う救急業務 16,966 １回につき 450

15 日没時から日出までの間に業
務を行う場合
　　　　　日額　1,065円
上記以外の場合
　　　　　日額　　710円

応急復旧の作業の場合 76 日没時から日出までの間に業
務を行う場合
　　　　　日額　1,620円
上記以外の場合
　　　　　日額　1,080円

異常な自然現象又は大規模な事故により重大な災
害が発生し、災害対策基本法第23条第1項又は
第23条の2第1項の規定に基づき災害対策本部が
設置された地方公共団体の区域に派遣されて行う
災害応急対策の業務

1,336 大規模な災害の場合
日額　1,080円(心身に著しい
負担を与えると市長が認める
業務を行う場合にあっては、
日額1,620円)
上記以外の災害の場合
日額　710円(心身に著しい負
担を与えると市長が認める業
務を行う場合にあっては、日
額1,080円)

危険手当 右の著しく危
険な業務に従
事した職員

水質試験等の検査及び測定業務 35 日額 150

６ 大雨、暴風又は洪水の警報発令時における道路、
橋りょう、河川等の被害防止のための巡回監視ま
たは応急復旧の作業

巡回監視の場合

8 交通を遮断することなく行う道路上の作業 68 日額 300

道路維持課における交通を遮断することなく行う
道路保守作業、消毒作業等

1,825 日額 350

高所又は深所における作業 170 日額 200

10 一類感染症､二類感染症､新感染症及び指定感染症
の感染症患者等の救護及び原因調査等の業務

0 　　　　　日額　300円
心身に著しい負担を与えると
市長が認める業務の場合
　　　　　日額　600円
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千円

11 千円 円

千円 円

千円 円

13 千円 円

14 千円 円

15 千円 円

千円 円

千円 円

17 千円 円

18 千円 円

19 千円 円

20 千円 円

21 千円

22 千円 円

23 千円 円

24 千円 円

25 千円 円

千円

千円

円
千円

千円

27 千円 円

28 千円 円

千円

千円

30 千円 円

31 千円 円

32 千円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

34 千円 円

35 千円 円

36 千円 円

（注）特殊勤務手当は、著しく困難、危険、不快または不健康な勤務に従事した場合に支給されるものである。

市民病院における二類感染症患者等の入院医療業
務（医師が行う業務を除く。）

0 心身に著しい負担を与えると
市長が認める業務の場合
　　　　　日額　600円
上記以外の業務の場合
　　　　　日額　300円

家畜伝染病（口蹄疫、流行性脳炎、狂犬病、炭疽
(そ)、ブルセラ病、鼻疽(そ)、豚熱、高病原性鳥
インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザに
限る。）の病原体を有する家畜又はその疑いのあ
る家畜に係る防疫の作業

9 日額 300

12 保健所における結核患者及び精神障害者並びにこ
れらの家族等の相談指導等の業務

280 日額 300

300

資源化センターにおける焼却炉及び煙道内有害た
い積物処理作業

381 日額 200

こども発達センターにおける精神障害者及びその
家族等の相談指導等の業務

0 日額 300

保健所における野犬等の収容等業務 19 日額 250

16 動植物公園獣舎における動物飼育及び汚物取扱い
の現業業務

獣医師が行う業務の場合 0 日額

危険手当 右の著しく危
険な業務に従
事した職員

廃棄物処理施設への立入検査業務 46 日額

新型コロナウイルス感染症の患者等の身体に接触
し、又はこれらの者に長期間にわたり接して行う
業務その他市長がこれに準ずると認める業務に従
事した場合

360 日額

400

上記以外の技手が行う業務の場合 0 日額 250

保健所及び市民病院における輸血検査、病理検
査、微生物検査及び感染症検査の業務

221 日額 300

4,000

特定新型インフルエンザ等から市民等の生命及び
健康を保護するために緊急に行われた措置に係る
業務

0 規則で定める額（規則未定）

保健所及び市民病院における診療用放射線機器等
を操作する技術業務及びこれに付随する放射線業
務

0 月額 7,000

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）から
市民等の生命及び健康を保護するために緊急に行
われた措置に係る業務

0 日額 3,000

行旅病人、同死亡人取扱手
当

右の業務に従
事した職員

行旅病人の収容作業 0 １人につき 1,000

行旅死亡人の取扱作業 0 １人につき 2,500

犬、ねこ死体処理手当 右の業務に従
事した職員

犬及びねこの死体処理の作業
遺棄されたもの等の収集処理作業の場合

12 １匹につき 400

清掃手当 右の業務に従
事した職員

環境部におけるし尿及びごみの収集処理等の作業 20,019 日額 610

１か所に
つき、月
額

4,000
廃棄物処理施設技術管理者が行う技術管理業務 220

建築主事が行う技術管理業務 78

技術管理手当 右の業務に従
事した職員

26 電気主任技術者が行う技術管理業務 83

ボイラー・タービン主任技術者が行う技術管理業
務

0

と畜検査手当 右の業務に従
事した職員

食肉衛生検査所におけると畜検査の業務 2,918 日額 900

夜間養護手当 右の業務に従
事した職員

特別養護老人ホームにおいて正規の勤務時間によ
る勤務を深夜（午後10時から翌日の午前５時ま
での間をいう。夜間看護等手当の項において同
じ。）において行う養護の業務

0 勤務１回
につき

3,300

診療手当 右の業務に従
事した職員

29 市民病院における医師が行う診療業務 0 診療収入月額の100分の
５の額以内

こども発達センターにおける医師が行う診療業務 5,890 診療収入月額の100分の
15の額以内

妊産婦指導管理業務手当 右の業務に従
事した職員

市民病院における助産師が行う妊産婦指導管理の
業務

0 日額 300

保健所医師手当 右の業務に従
事した職員

保健所における医師が行う業務 1,200 月額
以内

100,000

分べん取扱手当 右の業務に従
事した職員

市民病院における助産師が行う分べん取扱業務 0 １件につき3,000円を当
該業務に従事した助産師
の数で除して得た額

夜間看護等手当 右の業務に従
事した職員

33 市民病院において正規の勤務時間による勤務の全
部又は一部を深夜において医療職給料表（三）の
適用を受ける職員が行う看護の業務又は医療職給
料表（二）の適用を受ける職員が行う救急医療の
業務
その勤務時間が深夜の全部を含む勤務である場合 0 勤務１回

につき
8,700

その勤務時間が深夜の一部を含む勤務である場合
勤務１回につき深夜における勤務時間が、

0 ４時間以上
である場合

4,700

0 2時間以上
４時間未満
である場合

4,300

0 ２時間未満
である場合

2,600

医療待機業務手当 右の業務に従
事した職員

市民病院における緊急医療業務のため正規の勤務
時間以外の時間に行う待機業務

0 勤務１回
につき

2,000

教員特殊業務手当 右の業務に従
事した職員

学校の管理下において行われる部活動における児
童に対する指導の業務

0 日額 2,700

緊急相談等業務手当 右の業務に従
事した職員

庁外において正規の勤務時間以外の時間において
行う緊急相談等業務

42 日額 500
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(5) 時間外勤務手当

千円

千円

（注）　時間外勤務手当は、正規の勤務時間以外に勤務した場合、勤務した時間数に応じて支給されるものである。

(6) その他の手当（令和6年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

支給職員1人当たり平均支給
年額(令和5年度普通会計決

算)

手　当　名 との異同 異なる内容

支給実績（令和5年度普通会計決算） 801,321

職員1人当たり平均支給年額（令和5年度普通会計決算） 407

内容及び支給単価

国の制度 国の制度と

支給実績（令和5年度
普通会計決算）

243,441

住居手当
12,000円を超える家賃支払者
/28,000円(上限額)、その他は非
支給

同じ － 148,905 千円 272,720

扶養手当

配偶者6,500円、子10,000円、
父母等6,500円を支給（16～22
歳までの子は１人につき5,000円
加算）

同じ － 243,684 千円

84,307

単身赴任手当

異動等に伴い住居を移転し、やむ
を得ない事情により配偶者と別居
し、単身で居住する職員で、移転
前の住居から公署への通勤が困難
と認められる者30,000円～
100,000円

同じ － 1,008 千円 504,000

通勤手当

通勤距離2km以上の職員に距離・
通勤方法に応じて2,400円～
31,600円、定期券利用職員に購
入価額を支給(１か月55,000円限
度)、徒歩通勤者は非支給

異なる
距離区分毎の

支給単価
171,733 千円

745,591

休日勤務手当

休日等において、正規の勤務時間
中に勤務をした場合に支給（勤務
１時間につき、勤務１時間あたり
の給与額の135～150/100）

同じ － 155,852 千円 203,995

管理職手当
管理又は監督の地位にある職員に
支給(行政職の場合、50,700～
105,100円)

異なる
支給区分
支給額

286,307 千円

64,782

宿日直手当
宿直勤務又は日直勤務をした場合
に支給（宿日直勤務１回につき
4,400円～21,000円）

同じ － 1,434 千円 143,400

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後１0時か
ら翌日の午前5時までの間に勤務を
した場合に支給（勤務１時間につ
き、勤務1時間あたりの給与額の
25/100）

同じ － 18,722 千円

21,402
管理職員特別

勤務手当

管理職手当を受ける職員が臨時
又は緊急の必要その他公務の運
営の必要により勤務した場合に
支給
週休日等の場合（勤務1回につき
7,000円～10,000円）
週休日以外の場合（勤務1回につ
き3,500円～5,000円）

異なる
支給区分
支給額

4,687 千円
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２－５　特別職の報酬等の状況（令和6年4月1日現在）

円

円

円

円

円

　　（算定方式）

　　

（算定方式）

　　（算定方式） （1期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×60/100

給料月額×在職月数×40/100

※在職月数は48月を限度とする

(注） 退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月） 

勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

期末手当は勤務期間により割落としがある。

報

酬

議 長 716,000

区　　　分 給　　　料　　　月　　　額　　　等

給

料

市 長 1,091,000

副 議 長 651,000

議 員 585,000

副 市 長 915,000

2,255,475円 2,255,475円

{給料＋地域手当＋給料×25%＋給料×20%}×支給割合
期
末
手
当

6月期 12月期

市 長 　（令和5年度支給割合） 2,689,315円 2,689,315円

副 市 長 3.40 月分

副 議 長 3.40 月分 1,604,715円 1,604,715円

議 員 1,442,025円 1,442,025円

6月期 12月期

議 長 　（令和5年度支給割合） 1,764,940円 1,764,940円

（報酬＋報酬×45%）×支給割合

退
職
手
当

市 長 31,420,800円 任期ごと

副 市 長 17,568,000円 任期ごと

備　　　　考
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１） 一週間当たりの勤務時間、標準的な勤務時間（令和5年度）

始業時刻

終業時刻

（２） 年次有給休暇の状況

（３） 年次有給休暇以外の休暇制度（令和5年度の内容と付与日数）

名称

●特別休暇

(１)公権休暇

(４)ボランティ
　ア休暇

(６)不妊治療
　　休暇

職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であ
ると認められる場合

1年度につき、5日
（当該通院等が体外受
精その他の市長が定め
る不妊治療に係るもの
である場合にあって
は、10日）の範囲内
の期間

職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動
（専ら親族に対する支援となる活動を除く。）を行う場合

１年度につき、５日の
範囲内の期間

(５)婚姻休暇 職員が結婚する場合

結婚の日の１週間前の
日から当該結婚の日後
１年を経過する日まで
の期間内における連続
する５日の範囲内の期
間

選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の事由により職員が勤務しな
いことが相当であると認められる場合

職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合

必要と認められる期間

(２)公務休暇
職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、
地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合

(３)ドナー休暇

職員が骨髄移植のための骨髄若しくは末梢(しょう)血幹細胞移
植のための末梢血幹細胞の提供希望者としてその登録を実施す
る者に対して登録の申出を行い、又は配偶者、父母、子及び兄
弟姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞
移植のため末梢血幹細胞を提供する場合で、当該申出又は提供
に伴い必要な検査、入院等のため勤務しないことがやむを得な
いと認められる場合

（２） 結核性疾病

１年（ただし、在職期
間が１年未満の職員に
あっては６月）を超え
ない範囲内で、その療
養に必要と認められる
期間

（３） （１）・（２）以外の負傷又は疾病

１年度につき、90日
を超えない範囲内で、
その療養に必要と認め
られる期間

内容 付与日数

●病気休暇
職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと
認められる場合

（１）

公務上の負傷若しくは疾病又は外国の地方公共団体の機関等に
派遣される職員の処遇等に関する条例（平成９年豊橋市条例第
25号）第２条第１項若しくは公益的法人等への職員の派遣等に
関する条例（平成14年豊橋市条例第4号）第2条第1項の規定
により派遣された職員の派遣先の業務上の負傷若しくは疾病

その療養に必要と認め
られる期間

　年次有給休暇は、一年度（４月１日から翌年３月31日）につき20日与えられます。年度途
中に採用された職員は、採用月に応じて２日から18日までの範囲で定められた日数の休暇が与
えられます。また、その年次に使用しなかった年次有給休暇は、20日を限度に翌年度へ繰り越
して使用することができます。
　令和５年度における一人あたりの平均取得日数は、12.1日でした。

勤務時間

午前８時30分

　職員の勤務時間及び週休日は、原則として左表のと
おりです。また、国民の休日及び年末年始の期間
（12/29～１/３）も休日となります。
　ただし、病院・消防など変則勤務体制の職場はこの
限りではありません。

午後５時15分

週あたりの勤務時間 38時間45分

週休日 土曜日及び日曜日
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名称

(14)忌引休暇 職員の親族が死亡した場合

配偶者等
７日

父母

子 ５日

祖父母

３日（職員が代襲相続
し、かつ、祭具等の承
継を受ける場合にあっ
ては、７日）

孫

子の配偶者等又は
配偶者等の子

１日（職員と生計を一
にしていた場合にあっ
ては、５日）

祖父母の配偶者等
又は配偶者等の祖父母 １日（職員と生計を一

にしていた場合にあっ
ては、３日）

兄弟姉妹の配偶者等
又は配偶者等の兄弟

姉妹

おじ又はおばの配偶者等 １日

１日

兄弟姉妹 ３日

おじ又はおば

１日（職員が代襲相続
し、かつ、祭具等の承
継を受ける場合にあっ
ては、７日）

父母の配偶者等
又は配偶者等の父母

３日（職員と生計を一
にしていた場合にあっ
ては、７日）

(12)子の看護
　 　 休暇

出生の日から満12歳に達する日以後の最初の３月31日までの
間にある子（配偶者等の子を含む。）を養育する職員がその子
を看護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話又は疾
病の予防を図るために必要なものとして市長が定めるその子の
世話を行うことをいう。）する場合

１年度につき、５日
（その養育する出生の
日から満12歳に達す
る日以降の最初の３月
３１日までの間にある
子が２人以上の場合に
あっては、10日）の
範囲内の期間

(13)短期介護
　 　 休暇

職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に
ある者を含む。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定め
る者の介護その他の市長が定める世話を行う職員が、当該世話
を行うため勤務をしないことが相当であると認められる場合

１年度につき、５日
（要介護者が２人以上
の場合にあっては、
10日）の範囲内の期
間

(10)出産補助
　　休暇

配偶者等（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある
者を含む。）が出産する場合

配偶者等が出産するた
め病院に入院する等の
日から当該出産の日後
２週間を経過する日ま
での期間内における２
日の範囲内の期間

(11)育児参加
　 　 休暇

配偶者等の産前産後において、職員が当該出産に係る子又は小
学校就学の始期に達するまでの子（配偶者等の子を含む。）を
養育する場合

配偶者等の出産予定日
の８週間（多胎妊娠の
場合にあっては、14
週間）前の日から当該
出産に係る子が１歳に
達する日までの期間内
における５日の範囲内
の期間

(８)産後休暇 女性職員が出産した場合

出産の日の翌日から８
週間を経過する日まで
の期間（産後６週間を
経過した女性職員が就
業を申し出た場合にお
いて医師が支障がない
と認めた業務に就く期
間を除く。）

(９)育児時間
　　休暇

生後１年に達しない子を育てる職員がその子の保育のために必
要と認められる授乳等を行う場合

１日２回それぞれ30
分以内の期間

(７)産前休暇
８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する
予定である女性職員が申し出た場合

出産の日までの申し出
た期間

内容 付与日数
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名称

(18)生理休暇

●介護休暇

●介護時間

令和5年度における病気休暇、特別休暇及び介護休暇の取得状況は、以下のとおりです。

区分

病気休暇

特別休暇

介護休暇

介護時間 2 258時間

602 8,120日

9,320 38,856日

2 102日

職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に
ある者を含む。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定め
る者で負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があ
るものの介護をするため、勤務しないことが相当であると認め
られる場合

介護を必要とする一の
継続する状態ごとに、
３回を超えず、かつ、
通算して１年を超えな
い範囲内で指定する期
間内

職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に
ある者を含む。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定め
る者で負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があ
るものの介護をするため、１日の勤務時間の一部につき勤務し
ないことが相当であると認められる場合

介護を必要とする一の
継続する状態ごとに、
連続する３年の期間内
において１日につき３
時間を超えない範囲内

延べ職員数（人） 総取得日数（時間）

女性職員が生理日において勤務することが著しく困難である場
合

２日の範囲内の期間

(19)健康保持
　 　 休暇

職員が健康を保持するため、スポーツ、レクリエーション活動
等を行う場合

１年度のうち６月16
日から９月30日（医
療職給料表（三）適用
職員にあっては、10
月31日）までの期間
を除いた期間内の２日
の範囲内の期間

(20)リフレッ
　 　 シュ 休暇

市制が施行された日（毎年８月１日）において勤続15年又は
25年に達した職員が心身のリフレッシュを図る場合

勤続15年又は25年に
達した日後の最初の８
月１日から１年以内の
期間において、勤続
15年は連続する２
日、勤続25年は連続
する３日の範囲内の期
間

(17)事故休暇

地震、水害、火災その他の災害により次のいずれかに該当する
場合その他これらに準ずる場合で、職員が勤務しないことが相
当であると認められるとき。
ア　職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、職員が当該
住居の復旧作業等を行い、又は一時的に避難しているとき。
イ　職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活に必要な
水、食料等が著しく不足している場合で、当該職員以外はそれ
らの確保を行うことができないとき。

７日の範囲内の期間

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出
勤することが著しく困難であると認められる場合

必要と認められる期間地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等に際し
て、職員が退勤途上における身体の危険を回避するため勤務し
ないことがやむを得ないと認められる場合

内容 付与日数

(15)法要休暇
父母の祭日（父母の死亡後15年以内に行われるものに限る。）
の場合

１日

(16)夏季休暇
職員が夏季における盆等の諸行事への参加、心身の健康の維持
及び増進又は家庭生活の充実を図る場合

６月16日から９月30
日（豊橋市民病院に勤
務する豊橋市職員の給
与に関する条例（昭和
26年豊橋市条例第５
号）第４条第１項第２
号ウに規定する医療職
給料表（三）の適用を
受ける職員（以下「医
療職給料表（三）適用
職員」という。）に
あっては、10月31
日）までの期間内にお
ける５日の範囲内の期
間
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（４） 育児休業及び部分休業の取得状況

（単位：人）

区　分

男性職員

女性職員

合　計

（５） 自己啓発等休業の取得状況

（単位：人）

区　分

男性職員

女性職員

合　計

（６） 配偶者同行休業の取得状況

（単位：人）

区　分

男性職員

女性職員

合　計

0

0

0

自己啓発等休業取得者

0

0

0

　配偶者同行休業に関する制度は、地方公務員法に基づき、職員の配偶者同行休業に関する条
例等に定められており、公務の運営に支障がないと認める場合に、当該職員の勤務成績その他
の事情を考慮した上で、外国で勤務等をする配偶者と外国において生活を共にすることができ
る制度です。
　令和5年度における職員の配偶者同行休業の取得状況は、以下のとおりです。

配偶者同行休業取得者

175 127 48 1

※令和5年度中に育児休業等が取得可能となった職員の定義
　男性職員：令和5年度中に子が出生した職員
　女性職員：産後休暇が終了し、令和5年度中に育児休業等が取得可能となった職員

　自己啓発等休業に関する制度は、地方公務員法に基づき、職員の自己啓発等休業に関する条
例等に定められており、公務の運営に支障がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の向上
に資すると認める場合に、当該職員の勤務成績その他の事情を考慮した上で、大学等課程の履
修又は国際貢献活動をすることができる制度です。
　令和5年度における職員の自己啓発等休業の取得状況は、以下のとおりです。

96 48 6 0

79 79 42 1

　育児休業等に関する制度は、地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、職員の育児休
業等に関する条例等に定められており、子を養育する職員の継続的な勤務を促進し、もって職
員の福祉を増進するとともに、地方公共団体の行政の円滑な運営に資することを目的として設
けられている制度です。
　育児休業等に関する制度には、３歳に満たない子を養育するため休業することができる育児
休業制度と、小学校就学前の子を養育するために、１日の勤務時間の一部について勤務しない
ことができる部分休業制度や週19時間25分から週24時間35分の短時間で勤務する育児短時
間勤務制度があります。
　令和5年度における職員の育児休業等の取得状況は、以下のとおりです。

令和5年度中に育児
休業等が取得可能
となった職員※

育児休業取得者
（新規取得者）

部分休業取得者
（新規取得者）

育児短時間勤務取得者
（新規取得者）
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１） 分限処分の状況（令和５年度）

（人）

処分の種類

処分事由

勤務実績が良くない場合 地公法第28条第1項第1号 0 0 0 0 0 0

心身の故障
地公法第28条第1項第2号
地公法第28条第2項第1号

0 0 49 0 49 0

職に必要な適格性を欠く場合 地公法第28条第1項第3号 0 0 0 0 0 0

職制、定数の改廃、予算の減少
により廃職、過員を生じた場合

地公法第28条第1項第4号 0 0 0 0 0 0

刑事事件に関し起訴された場合 地公法第28条第2項第2号 0 0 0 0 0 0

条例で定める事由による場合 地公法第27条第2項 0 0 0 0 0 0

0 0 49 0 49 0

（２） 懲戒処分の状況（令和５年度）

●事由別 （人）

処分の種類

処分事由

法令に違反した場合 地公法第29条第1項第1号 0 5 1 0 6

職務上の義務に違反し又は職務
を怠った場合

地公法第29条第1項第2号 6 0 0 0 6

全体の奉仕者たるにふさわしく
ない非行のあった場合

地公法第29条第1項第3号 0 0 0 0 0

6 5 1 0 12

●行為別 （人）

処分の種類

処分の具体的事由

給与・任用関係 0 0 0 0 0

信用失墜行為 3 0 0 0 3

その他 0 0 0 0 0

職務遂行中 0 0 0 0 0

その他 0 5 0 0 5

収賄等関係 0 0 0 0 0

公務外非行関係 0 0 1 0 1

監督責任 3 0 0 0 0

6 5 1 0 12

一般服務関係

道路交通法違反

合　　　　　　計

合　　　　　　計

戒告 減給 停職 免職 合計

合　　　　　　計

戒告 減給 停職 免職 合計

　分限処分は、一定の事由によって職員がその職務を十分に果たすことができない場合などに、職員の意に反する
不利益な身分上の変動をもたらす処分で、公務能率の維持を目的としています。
　一方、懲戒処分は、職員の一定の服務規定違反に対して職員に科する制裁としての処分で、規律の維持を図るこ
とを目的として道義的責任を問うものです。

降任 免職 休職 降給 合計 失職
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５　職員の服務の状況

（１） 職務専念義務免除の状況（令和５年度）

主な内容 免除件数

①選挙に係る各投票所の投票管理者等 50

②豊橋市土地開発公社に係る業務委嘱 30

③自己研修 11

④その他 12

（２） 営利企業等従事許可の状況（令和５年度）

主な内容 許可件数

①選挙に係る各投票所の投票管理者等 178

②講演会講師、原稿執筆 6

③出資団体の取締役、監査役業務 6

④その他 7

（３） 服務規律確保に対する取組状況（令和５年度）

　　【研修】令和５年４月６日

　　　　新規採用職員に対する研修「服務規律」

　　　　　　令和５年４月６日

　　　　新規採用職員研修に対する研修「公務員倫理」

　　【通知】令和５年６月５日

　　　　全職員に対し副市長名にて通知「職員の綱紀の保持について」

　　　　　　令和５年12月12日

　　　　全職員に対し副市長名にて通知「年末年始における綱紀の保持について」

　すべての職員は、「全体の奉仕者」として公共の利益のために勤務し、職務遂行にあ
たっては全力で専念しなければなりません。「全体の奉仕者」としての職務を忠実に実行
するため、職員には、さまざまな義務が課せられています。特に秘密を守る義務や争議行
為の禁止規定に違反した場合は、懲役刑や罰金刑に処せられ、その他の服務義務に違反し
た場合でも懲戒処分の対象となります。
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６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）豊橋市人材育成基本方針の概要

令和５年10月

　豊橋市では、平成15年６月に人材育成マスタープランとして「豊橋市人材育成基本方針」を策
定し、自ら学び考え、行動する自律した職員の育成を行ってきました。その後も、約５年ごとに時
代の潮流を捉え、取り巻く環境の変化に対応した改定を行い、人材育成の軸は継承しながらも、時
代に即した人材育成の方針を示してきました。
　令和５年４月、前方針改定から約５年が経過し、さらに変革する時代の中で、多様化するニーズ
を的確にとらえ、先駆的な取り組みにも果敢に挑戦することのできる人材の育成を進めるため、本
方針の改定を行いました。
　職員一人ひとりの能力開発・向上やキャリアアップを通じ、可能性を最大限に引き出し組織力を
高めながら、積極的に人材育成に取組んでいきます。

③求められる職員像

③求められる職員像

③求められる職員像

③求められる職員像

③求められる職員像

③求められる職員像

③求められる職員像

③求められる職員像
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（２）職員研修の状況

　

【令和５年度実績（職員研修費決算額 17,056,297円）】

＜職場外研修＞

＜自己啓発＞

区分 主な研修

自己研修 通信教育、講習会・セミナー等への参加他

自主研究グループ プロモーション、政策法務

専門機関等
派遣研修

国内派遣研修

　市町村職員中央研修所

　全国市町村国際文化研修所

　愛知県市町村振興協会研修センター

　全国建設研修センター

　その他派遣

市単独研修
階層別研修 新規採用職員研修、新任主査職研修等

特別研修 選択型研修、管理者研修等

※｢豊橋市人材育成基本方針」に基づき、職員の計画的なキャリア形成を促すことで、団塊の世代
の大量退職による組織力低下を招かないよう若手職員の底上げを図るとともに、主査職や主任職を
対象とした次期リーダー育成、部下育成のための研修を継続して実施していきます。

【コミュニケーション能力向上研修（在職2年目職員対象）】
　コミュニケーションの重要性を理解し、必要な要素を理論と実践双方から学ぶために実施。

【フォロワーシップ研修（在職6年目職員対象）】
　上司と後輩の架け橋となり、組織のパフォーマンス向上に主体的に貢献するスキルの体得のため
　に実施。

【主任研修（次期リーダー養成）】
　既成概念を打破し、解決志向の発想力と行動力を高めるとともに、自らの立場・役割を再認識
　し、リーダーとしての自覚を促すために実施。

【新任主査職研修（OJT実践リーダー養成研修含む）】
　主査職としての役割を認識し、仕事の管理や部下の育成等に関する基本的原則を実践的な事例
　を通して習得し、主査職としての自覚を促すために実施。

区分 主な研修

　職員研修には、職員に必要な能力・意識の養成を図っていくため、職場において上司・先輩等が
仕事を通して行う『職場研修』、日常の職場を離れたところで専門的な研修担当部門等が計画的・
組織的に行う『職場外研修』、職員自身がまちづくりの担い手としての自覚に根ざして取り組む自
発的努力である『自己啓発』の３つの柱があり、それぞれを相互に連携させながら職員研修を進め
てきました。
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令和５年度職員研修体系

 ・新規採用職員研修
 ・コミュニケーション能力向上研修（２年目）
 ・フォロワーシップ研修（６年目）
 ・キャリアデザイン研修（10年目・50代）
 ・主任研修
 ・新任主査職研修
 ・業務長研修 　

 ・新任６級職研修
 ・新任７級職研修

 ・選択型研修（１～2級職員）
・ワンペーパーで伝える資料作成　　・情報分析・活用力向上　　・仕事の効率アップ
・企画力向上　　　・政策法務基礎　　　・ハードクレーム　　・ダイバーシティ　　・ファシリテーション

 ・受入れリーダーOJT研修
 ・シティプロモーション実践研修
 ・手話技術研修
 ・庶務実務セミナー
 ・文書基礎研修
 ・豊橋みらいアカデミー
 ・アンコンシャスバイアス研修
 ・とよはしikuikuセミナー
 ・中核４市合同研修
 ・東三河合同、広域連合研修
 ・技術職研修
 ・社会福祉援助技術研修
 ・人事評価・目標管理研修 　

 ・テーマ別研修
 ・管理者研修

 ・中央省庁【経済産業省】
 ・愛知県
 ・豊田市
 ・福島市
 ・豊橋技術科学大学
 ・国立大学法人
 ・（公財）愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大会組織委員会
 ・（株）サイエンス・クリエイト
 ・（株）豊橋まちなか活性化センター
 ・（株）道の駅とよはし
 ・東京海上日動火災保険（株）
 ・ＢＳよしもと（株）

 ・市町村職員中央研修所
 ・全国市町村国際文化研修所
 ・国土交通大学校
 ・全国建設研修センター
 ・愛知県市町村振興協会研修センター
 ・その他の派遣（民間団体主催研修会等）

・自己研修補助制度
・自主研究グループ活動支援補助制度

▼その他派遣

自己啓発
　自己啓発支援

SD

職場外研修

市
単
独
研
修

▼階層別研修

Off-JT

▼特別研修

専
門
機
関
等
派
遣
研
修

▼実務研修派遣

職場研修 個別指導

OJT 集団指導

18



７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１） 福利厚生制度の概要
●地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第42条

項目

（２） 福利厚生制度の体系

（３） 愛知県都市職員共済組合・互助会における事業の実施状況（令和5年度）

■愛知県都市職員共済組合

■豊橋市職員互助会

市負担金：なし

共済事業：カフェテリアプラン事業、クラブ助成、各種給付金など
貸付事業：厚生資金の貸付

※事業の妥当性、財源の明確化、社会通念との適合性等を踏まえ、随時見直しを実施している。

地方公共団体は、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項について計画を樹立し、これ
を実施しなければならない。

内 容

職員の保健
　健康管理（スポーツ奨励・労働安全衛生　　など）
　病気の予防（定期健康診断・人間ドック　など）

元気の回復 　レクリエーション（趣味、文化、サークル活動、保養施設　など）

その他の厚
生に関する

制度

　互助会の設置
　サークル活動に対する奨励、助成　など

愛知県都市職員共済組合 共済年金、健康保険　など

福利厚生 豊橋市職員互助会 給付事業　など

労働安全衛生 職場環境の保健衛生、公務災害補償制度　など

項 目 内 容

短期給付事業 組合員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡・休業又は災害に対して、必要な給付

長期給付事業 組合員の退職・障害又は死亡に対して年金又は一時金の給付

福  祉  事  業
組合員とその家族の健康教育、健康相談、健康診査などの健康の保持増進事業、保
健施設の運営など

負　担　率
（令和5年４月１日現在）

短期負担金　　　：標準報酬月額等の41.98/1000
　　　　　　　　　40歳以上は標準報酬月額等の50.78/1000
厚生年金負担金　：標準報酬月額等の132.4/1000
退職等年金負担金：標準報酬月額等の7.5/1000
経過的長期負担金：標準報酬月額等の0.099/1000
保健負担金　　　：標準報酬月額等の2.26/1000

事　　　　業

負 担 額 4,900,301千円

項 目 内 容
会 員 数 3,882人（令和５年４月１日現在）
負　担　率 職員掛金：給料月額の4/1000

負 担 額 職員掛金：57,413千円 市負担金：なし
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（４） 職員安全衛生管理体制の状況

各委員会の構成員

主な事業

（５） 定期健康診断ほか主な健康管理の実施状況（令和５年度）※単位：人

受診者数
4,509
1,374

381
48
89

（６）
●公務災害の状況

公務上 公務外

29 27 0 0 2

●通勤災害の状況

通災該当 通災非該当

5 5 0 0 0

ＶＤＴ作業従事者健康診断

　職員の安全、衛生、公務災害及び交通事故防止に関する教育、啓発を効率的に行うため、安全衛生
委員会を組織し、活動を行っています。

中央安全衛生委員会
事業場ごとに安全衛生委員会を設置

①本庁（②～⑪以外の事業場）
②福祉
③健康部
④環境部
⑤資源化センター
⑥建設部
⑦総合動植物公園
⑧市民病院
⑨上下水道局
⑩消防
⑪教育委員会

○産業医
○衛生管理者
○管理職員
○職員組合からの選出職員

健康管理小委員会

交通事故小委員会

公務災害小委員会

・メンタルヘルス講習会
・交通法規講習会
・交通啓発チラシ配信
・職場巡視　　など

健康診断の種類
定期健康診断

特定業務従事者健康診断

放射線障害予防健康診断

有機溶剤取扱者健康診断

取り下げ
件数

年度末現在
未認定件数

公務災害補償の状況（令和5年度）

前年度末現在
未認定件数

申請件数
認定件数 取り下げ

件数
年度末現在
未認定件数

0

0

前年度末現在
未認定件数

申請件数
認定件数
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(7)　勤務条件に関する措置の要求の状況及び不利益処分に関する不服申立ての状況

①　勤務条件に関する措置の要求の状況（令和５年度）

前年度から
の繰越事案

新規事案

件　数 0 0 0 0 0 0

②　不利益処分に関する不服申立ての状況（令和５年度）

前年度から
の繰越事案

新規事案

件数 0 0 0 0 0 0

区　分
前年度から
の繰越し

新　規 終　了
翌年度への
繰越し

　職員は、給与・勤務時間その他の勤務条件に関し、適当な措置が執られるよう要求すること
や、懲戒その他本人の意に反する不利益な処分を受けたときは、公平委員会に対して申立てを
することができます。
　公平委員会は、これらの要求や処分が適当であるか審査し、必要な場合は勧告・指示するこ
とができる独立した機関です。
　昨年度、公平委員会に対する措置要求、不利益処分に対する不服申立ての状況は以下のとお
りです。

区　分
前年度から
の繰越し

新　規 終　了
翌年度への
繰越し
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